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ピクテ・ジャパン株式会社 
 

東京都千代田区丸の内2-6-1 
お問い合わせ窓口 
投資信託営業部 

電話番号 03-3212-1805 
受付時間：委託者の営業日の午前９時から午後５時まで 

ホームページ：www.pictet.co.jp 

  

ピクテ日本ナンバーワン・ 
ファンド(毎月決算実績分配型) 

愛称：NO.1 
 
 

運用報告書(全体版) 
 
第161期(決算日2022年８月22日) 第164期(決算日2022年11月21日) 

第162期(決算日2022年９月20日) 第165期(決算日2022年12月20日) 

第163期(決算日2022年10月20日) 第166期(決算日2023年１月20日) 
 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し

上げます。 

さて、「ピクテ日本ナンバーワン・ファンド

(毎月決算実績分配型)」は、2023年１月20日

に第166期の決算を行いましたので、第161

期から第166期までの運用状況をご報告申

し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますよう

お願い申し上げます。 
 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 
2009年１月30日（当初設定日）から無期限
です。 

運 用 方 針 
信託財産の成長を図ることを目的として
積極的な運用を行うことを基本とします。 

主要投資対象 

当ファンド 
ピクテ日本ナンバーワン・マ
ザーファンド受益証券 

マ ザ ー 
フ ァ ン ド 

わが国の株式 

運 用 方 法 

マザーファンド受益証券への投資を通じ
て、主としてわが国のナンバーワン企業※

の株式に投資します。 
※ ナンバーワン企業とは、優れたブランド力、技

術力、商品・サービス開発力およびマーケティ
ング力を有し、業界トップシェアを誇る企業、
または今後それが期待される企業を指します。 

主な投資制限 

当ファンド 

①株式への実質投資割合に
は制限を設けません。ただ
し、未上場株式および未登
録株式への実質投資割合
は、信託財産の純資産総額
の10％以内とします。 

②同一銘柄の株式への実質
投資割合は、信託財産の純
資産総額の10％以内とし
ます。 

③外貨建資産への実質投資
割合は、信託財産の純資産
総額の30％以内とします。 

マ ザ ー 
フ ァ ン ド 

①株式への投資割合には制
限を設けません。ただし、
未上場株式および未登録
株式への投資割合は、信託
財産の純資産総額の10％
以内とします。 

②同一銘柄の株式への投資
割合は、信託財産の純資産
総額の10％以内とします。 

③外貨建資産への投資割合
は、信託財産の純資産総額
の30％以内とします。 

分 配 方 針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づ
き分配を行います。 
①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越
分を含めた利子・配当等収益と売買益（評
価益を含みます。）等の全額とします。 

②収益分配金額は、基準価額の水準および
市況動向等を勘案して委託者が決定し
ます。ただし、分配対象額が少額の場合
には、分配を行わないこともあります。 

③留保益の運用については、特に制限を設
けず、委託者の判断に基づき、元本部分
と同一の運用を行います。 
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○最近30期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ 百万円 

137期(2020年８月20日) 10,116 0 1.2 25,801 1.4 98.4 6,997 

138期(2020年９月23日) 10,412 0 2.9 26,532 2.8 98.9 7,070 

139期(2020年10月20日) 10,385 75 0.5 26,454 △0.3 98.0 6,891 

140期(2020年11月20日) 11,033 40 6.6 28,109 6.3 98.3 6,782 

141期(2020年12月21日) 11,401 40 3.7 29,118 3.6 98.6 6,591 

142期(2021年１月20日) 11,865 40 4.4 30,141 3.5 98.6 6,564 

143期(2021年２月22日) 12,329 40 4.2 31,590 4.8 98.6 6,663 

144期(2021年３月22日) 12,501 40 1.7 32,447 2.7 98.9 6,629 

145期(2021年４月20日) 12,080 195 △1.8 31,674 △2.4 98.5 6,298 

146期(2021年５月20日) 11,826 170 △0.7 31,181 △1.6 97.8 6,165 

147期(2021年６月21日) 11,752 170 0.8 31,262 0.3 97.4 6,344 

148期(2021年７月20日) 11,582 170 0.0 31,125 △0.4 97.5 6,378 

149期(2021年８月20日) 11,523 170 1.0 30,992 △0.4 97.8 6,597 

150期(2021年９月21日) 12,386 170 9.0 34,034 9.8 97.7 7,207 

151期(2021年10月20日) 12,281 35 △0.6 33,687 △1.0 96.4 7,388 

152期(2021年11月22日) 12,346 20 0.7 33,943 0.8 96.5 7,526 

153期(2021年12月20日) 11,706 20 △5.0 32,267 △4.9 98.1 7,059 

154期(2022年１月20日) 11,659 20 △0.2 32,262 △0.0 97.8 6,982 

155期(2022年２月21日) 11,348 20 △2.5 31,801 △1.4 98.0 6,802 

156期(2022年３月22日) 11,314 20 △0.1 32,199 1.3 99.6 6,833 

157期(2022年４月20日) 11,109 40 △1.5 32,243 0.1 97.4 6,711 

158期(2022年５月20日) 10,974 0 △1.2 31,608 △2.0 98.6 6,668 

159期(2022年６月20日) 10,549 0 △3.9 30,654 △3.0 97.1 6,578 

160期(2022年７月20日) 11,285 0 7.0 32,848 7.2 96.8 7,365 

161期(2022年８月22日) 11,650 0 3.2 33,631 2.4 97.8 7,959 

162期(2022年９月20日) 11,371 0 △2.4 32,876 △2.2 97.7 7,835 

163期(2022年10月20日) 11,080 40 △2.2 32,337 △1.6 97.6 7,910 

164期(2022年11月21日) 11,466 0 3.5 33,655 4.1 97.6 8,213 

165期(2022年12月20日) 10,938 0 △4.6 32,525 △3.4 97.2 7,969 

166期(2023年１月20日) 10,957 0 0.2 32,944 1.3 95.4 8,042 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） 当ファンドは、マザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」は、実質比率を記載しています。 

（注） 参考指数は配当込みTOPIXで、設定日（2009年１月30日）を10,000として指数化したものです。 
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○当作成期中の基準価額と市況等の推移 

決 算 期 年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 株   式 

組 入 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

第161期 

(期  首) 円 ％  ％ ％ 

2022年７月20日 11,285 － 32,848 － 96.8 

７月末 11,260 △0.2 32,748 △0.3 98.3 

(期  末)      

2022年８月22日 11,650 3.2 33,631 2.4 97.8 

第162期 

(期  首)      

2022年８月22日 11,650 － 33,631 － 97.8 

８月末 11,411 △2.1 33,143 △1.4 98.3 

(期  末)      

2022年９月20日 11,371 △2.4 32,876 △2.2 97.7 

第163期 

(期  首)      

2022年９月20日 11,371 － 32,876 － 97.7 

９月末 10,850 △4.6 31,323 △4.7 97.2 

(期  末)      

2022年10月20日 11,120 △2.2 32,337 △1.6 97.6 

第164期 

(期  首)      

2022年10月20日 11,080 － 32,337 － 97.6 

10月末 11,281 1.8 32,919 1.8 97.8 

(期  末)      

2022年11月21日 11,466 3.5 33,655 4.1 97.6 

第165期 

(期  首)      

2022年11月21日 11,466 － 33,655 － 97.6 

11月末 11,460 △0.1 33,890 0.7 97.5 

(期  末)      

2022年12月20日 10,938 △4.6 32,525 △3.4 97.2 

第166期 

(期  首)      

2022年12月20日 10,938 － 32,525 － 97.2 

12月末 10,851 △0.8 32,343 △0.6 97.9 

(期  末)      

2023年１月20日 10,957 0.2 32,944 1.3 95.4 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は各期首比です。 

（注） 当ファンドは、マザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」は、実質比率を記載しています。 

（注） 参考指数は配当込みTOPIXで、設定日（2009年１月30日）を10,000として指数化したものです。 
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○当作成期中の運用状況と今後の運用方針 (2022年７月21日～2023年１月20日) 

 

当作成期の分配金再投資基準価額※は、2.6％の下落となりました。 
※ 分配金再投資基準価額は、購入時手数料等を考慮せず、税引前分配金を再投資した場合の評価額を表します。以下同じ。 

 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額および参考指数は、作成期首（2022年７月20日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） 上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。 

（注） 参考指数は、配当込みTOPIXです。 

 

◇主な変動要因 

下落↓・実質的に組入れている島津製作所（精密機器）、三井不動産（不動産業）、日本電産（電気機器）、テ

ルモ（精密機器）、リクルートホールディングス（サービス業）などの株価が下落したこと。 

 

  

基準価額等の推移 
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当作成期の日本株市場は、TOPIXで前作成期末比1.0％の下落となりました。前半は、過度な米金融引き締め

加速への懸念後退などから堅調にスタートし上値を試す場面が見られたものの、2022年９月後半には米連邦

公開市場委員会（FOMC）で0.75％の利上げが決定され金融引き締めを長く続けるタカ派姿勢が示されると、世

界的な景気悪化懸念の高まり、米国株の大幅下落から急落を演じました。後半は、米消費者物価指数（CPI）

が市場予想を下回ったことなどによる米利上げペース減速期待の高まり、それに伴う米株高を背景に上昇基

調で推移し、TOPIXは11月下旬に期中高値を付け節目の2,000ポイントを回復し2022年１月以来の水準となり

ました。しかし12月には、欧米中銀による利上げや米小売売上高の市場予想を上回る低下などを受けて欧米景

気の後退懸念が改めて意識されたうえ、2022年12月20日の日銀金融政策決定会合で長期金利の許容変動幅が

拡大されたことが事実上の利上げと解釈され再び大きく下落しました。その後は、米国のインフレや景気後退

への警戒が和らぎ米株高となるなか、当作成期末に向け戻り歩調で終了しました。 

 

 

当ファンドが主要投資対象とするピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド受益証券への投資比率を高位

に維持してまいりました。 

 

＜ピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド＞ 

主としてわが国のナンバーワン企業※の株式に投資してまいりました。 
※ ナンバーワン企業とは、優れたブランド力、技術力、商品・サービス開発力およびマーケティング力を有し、業界トップシェアを誇る

企業、または今後それが期待される企業を指します。 

 

組入銘柄の選択に当たっては、企業の利益成長に着目し、高い利益成長が期待できる銘柄に投資してまいり

ました。 

 

◇組入上位10業種    

【前作成期末】  【当作成期末】  
業種名 組入比率 

 

業種名 組入比率 

電気機器 18.2％ 電気機器 20.3％ 

輸送用機器 8.4％ 輸送用機器 7.6％ 

小売業 6.7％ 機械 6.8％ 

化学 6.6％ 化学 6.7％ 

精密機器 5.8％ 小売業 5.6％ 

機械 5.4％ サービス業 5.2％ 

サービス業 5.4％ 精密機器 5.1％ 

情報・通信業 4.4％ 銀行業 4.7％ 

銀行業 3.9％ 金属製品 3.4％ 

金属製品 3.7％ 不動産業 3.3％ 

 

  

投資環境 

組入状況 
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◇組入上位10銘柄     

【前作成期末】  【当作成期末】   

銘柄名 業種名 組入比率 

 

銘柄名 業種名 組入比率 

日本電信電話 情報・通信業 2.6％ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 2.8％ 

日立製作所 電気機器 2.5％ セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 2.3％ 

トヨタ自動車 輸送用機器 2.5％ 日本電信電話 情報・通信業 2.3％ 

富士通 電気機器 2.2％ 日立製作所 電気機器 2.2％ 

デンソー 輸送用機器 2.2％ 富士通 電気機器 2.2％ 

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 2.2％ トヨタ自動車 輸送用機器 2.2％ 

セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 2.1％ イビデン 電気機器 2.1％ 

ソニーグループ 電気機器 2.1％ ソニーグループ 電気機器 2.0％ 

セコム サービス業 2.1％ キーエンス 電気機器 2.0％ 

東京海上ホールディングス 保険業 2.0％ ＴＤＫ 電気機器 2.0％  
（注） 組入比率はマザーファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 

 

当作成期末の組入上位銘柄は、 

- 三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ 

：金融グループ国内NO.1。傘下に三菱UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行、三菱UFJモルガン・

スタンレー証券など。海外展開に積極的。 

- セブン＆アイ・ 

ホールディングス 

：コンビニ事業で国内NO.1。国内コンビニ事業は、レイアウト変更や省力化機器の導

入を図り既存店の競争力向上に注力。買収により規模拡大の北米事業に期待。 

- 日本電信電話 ：通信事業国内NO.1。持株会社の下に、地域通信、長距離通信、移動通信などの各事

業会社。EPS（一株当り利益）拡大に向け大規模な自社株買いを継続。 

- 日立製作所 ：総合電機・重電分野で国内NO.1。社会インフラ事業を中心に、ソフトとハードの融

合による独自のビジネスモデルに注力。今後は売上増による利益成長へシフト。 

- 富士通 ：ITサービス事業で国内NO.1。ビジネスモデルを変革すべく構造改革を断行し、国内

ITサービス事業をけん引役とする成長フェーズ入り。 

などとなりました。 
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当作成期中の収益分配は、基準価額の水準および市況動向等を勘案して決定しました。各決算期の分配金お

よび分配金の計算過程につきましては、11ページをご覧ください。 

なお、収益分配にあてなかった留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本

部分と同一の運用を行います。 

 

◇分配金および分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第161期 第162期 第163期 第164期 第165期 第166期 

2022年７月21日～ 
2022年８月22日 

2022年８月23日～ 
2022年９月20日 

2022年９月21日～ 
2022年10月20日 

2022年10月21日～ 
2022年11月21日 

2022年11月22日～ 
2022年12月20日 

2022年12月21日～ 
2023年１月20日 

当期分配金 －  －  40  －  －  －  

(対基準価額比率) －％ －％ 0.360％ －％ －％ －％ 

 当期の収益 －  －  40  －  －  －  

 当期の収益以外 －  －  －  －  －  －  

翌期繰越分配対象額 4,418  4,418  4,458  4,462  4,462  4,470  
 
（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） ｢当期の収益」および「当期の収益以外」は小数点以下を切捨てて表示しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

○今後の運用方針 

（１）投資環境 

2023年１月後半の日本株市場は、米雇用統計や米CPIなどの発表を受けた米国のインフレや景気後退への警

戒の和らぎ、米国株高、「ゼロコロナ政策」を転換した中国の景気回復期待などを背景に堅調な展開で推移し

ています。2023年１月17-18日の金融政策決定会合で日銀が政策修正を見送り金融緩和策の維持を決めたこと

も安心感につながりました。ただし、米国の金融引き締め長期化および景気後退への懸念は引き続き強く意識

されるだけに、上値の重い神経質な展開がしばらく続きそうです。一方、指標面での割安感、リオープニング

（経済再開）需要の高まりなどが支えとなりそうです。市場が上昇基調に転じるには、米国のインフレおよび

金融政策を巡る不透明感の後退に加え、来期以降に向けた景気・企業業績の見通し向上が待たれます。した

がって当面の株式市場は、米国のインフレと金融政策、為替市場、ウクライナ情勢、中国の経済再開、日銀の

金融政策などを睨みつつ、景気・企業業績の先行きを引き続き見極めていく展開となりそうです。 

 

（２）投資方針 

ピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド受益証券への投資を通じて、主としてわが国のナンバーワン企業

の株式に投資してまいります。 

 

＜マザーファンド＞ 

優れたブランド力、技術力、商品・サービス開発力、マーケティング力などを有し、業界トップシェアを誇

るナンバーワン企業の選別に引き続き注力しパフォーマンス向上に努めてまいります。 

 

  

収益分配金 
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○１万口当たりの費用明細 (2022年７月21日～2023年１月20日) 

項 目 
第161期～第166期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

 
 
 

円 ％  

（a） 信 託 報 酬 90  0.804  (a)信託報酬＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (43)  (0.388)  ・ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指図、各種情報提供等、 
 基準価額の算出等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (43)  (0.388)  ・購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド 
 の管理および事務手続等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 3)  (0.028)  ・ファンドの財産の保管・管理、投信会社からの指図の実行等の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 6   0.057   (b)売買委託手数料＝作成期間の売買委託手数料÷作成期間の平均受益権口数 
・売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料 

 （ 株  式 ） ( 6)  (0.057)   

（c） そ の 他 費 用 2   0.016   (c)その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.003)  ・監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用 

 （ そ の 他 ） ( 1)  (0.013)  ・その他は、目論見書、運用報告書等法定の開示書類の作成等に要する費用 
 その他信託事務の処理等に要する諸費用 

 合 計 98   0.877    

作成期間の平均基準価額は、11,185円です。  

 
（注） 作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出し

た結果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、当ファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを

含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ご

とに小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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（参考情報） 

◯総経費率 

当作成期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料およ

び有価証券取引税を除く。）を作成期間の平均受益権口数に作成期間の平均基準価額（１口当たり）

を乗じた数で除した総経費率（年率）は1.63％です。 
 

  
（注） 上記の費用は、「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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○売買及び取引の状況 (2022年７月21日～2023年１月20日) 

 

銘 柄 
第161期～第166期 

設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
ピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド 391,388 1,283,260 142,605 473,130 

 
（注） 単位未満は切り捨てています。 

 

○株式売買比率 (2022年７月21日～2023年１月20日) 

 

項 目 
第161期～第166期 

ピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド 

(a) 当作成期中の株式売買金額 4,367,899千円 
(b) 当作成期中の平均組入株式時価総額 12,688,006千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.34   
 
（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

（注） 単位未満は切り捨てています。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年７月21日～2023年１月20日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2022年７月21日～2023年１月20日) 

 

 該当事項はございません。 

 

○特定資産の価格等の調査 (2022年７月21日～2023年１月20日) 

 

 該当事項はございません。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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○組入資産の明細 (2023年１月20日現在) 

 

銘 柄 
第160期末 第166期末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

ピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド 2,241,625 2,490,409 8,011,895 
 
（注） 単位未満は切り捨てています。 

 

○投資信託財産の構成 (2023年１月20日現在) 

項 目 
第166期末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

ピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド 8,011,895 99.4 

コール・ローン等、その他 44,579 0.6 

投資信託財産総額 8,056,474 100.0 
 
（注） 評価額の単位未満は切り捨てています。 

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 

項 目 
第161期末 第162期末 第163期末 第164期末 第165期末 第166期末 

2022年８月22日現在 2022年９月20日現在 2022年10月20日現在 2022年11月21日現在 2022年12月20日現在 2023年１月20日現在 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 資産 8,007,520,109   7,845,607,336   7,951,177,091   8,296,457,932   7,985,169,198   8,056,474,706   

 コール・ローン等 59,405,145   41,208,062   40,626,707   57,774,842   46,888,940   44,579,063   

 ピクテ日本ナンバーワン・マザーファンド(評価額) 7,933,954,964   7,804,399,274   7,910,370,384   8,179,953,090   7,938,280,258   8,011,895,643   

 未収入金 14,160,000   －   180,000   58,730,000   －   －   

(B) 負債 48,189,315   10,406,550   40,587,095   83,343,242   15,930,094   14,018,237   

 未払収益分配金 －   －   28,558,326   －   －   －   

 未払解約金 36,875,428   209,799   1,642,235   71,814,591   5,437,046   3,156,147   

 未払信託報酬 11,045,377   9,954,983   10,139,980   11,311,636   10,369,215   10,733,366   

 未払利息 162   112   111   158   128   122   

 その他未払費用 268,348   241,656   246,443   216,857   123,705   128,602   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 7,959,330,794   7,835,200,786   7,910,589,996   8,213,114,690   7,969,239,104   8,042,456,469   

 元本 6,831,956,052   6,890,462,954   7,139,581,635   7,162,931,393   7,285,675,408   7,340,056,184   

 次期繰越損益金 1,127,374,742   944,737,832   771,008,361   1,050,183,297   683,563,696   702,400,285   

(D) 受益権総口数 6,831,956,052口 6,890,462,954口 7,139,581,635口 7,162,931,393口 7,285,675,408口 7,340,056,184口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,650円 11,371円 11,080円 11,466円 10,938円 10,957円 
 
＜注記事項（当運用報告書作成時点では、監査未了です。）＞ 

（貸借対照表関係） 

（注） 当ファンドの第161期首元本額は6,527,050,202円、第161～166期中追加設定元本額は1,633,496,794円、第161～166期中一部解約元本

額は820,490,812円です。 

（注） １口当たり純資産額は、第161期1.1650円、第162期1.1371円、第163期1.1080円、第164期1.1466円、第165期1.0938円、第166期1.0957

円です。 

  

親投資信託残高 



品 名：90042_140030_166_02_ピクテ日本ナンバーワン・ファンド(毎月決算実績分配型)_950089.docx 

日 時：2023/2/28 18:31:00 

ページ：11 
 

－ 11 － 

○損益の状況 

項 目 
第161期 第162期 第163期 第164期 第165期 第166期 

2022年７月21日～ 
2022年８月22日 

2022年８月23日～ 
2022年９月20日 

2022年９月21日～ 
2022年10月20日 

2022年10月21日～ 
2022年11月21日 

2022年11月22日～ 
2022年12月20日 

2022年12月21日～ 
2023年１月20日 

  円 円 円 円 円 円 

(A) 配当等収益 △        3,960   △        3,545   △        3,258   △        4,554   △        4,036   △        3,195   

 支払利息 △        3,960   △        3,545   △        3,258   △        4,554   △        4,036   △        3,195   

(B) 有価証券売買損益 255,822,274   △  177,556,878   △  159,902,859   286,073,930   △  371,622,437   25,283,505   

 売買益 257,689,496   2,854,396   1,611,502   290,324,988   1,864,777   26,125,223   

 売買損 △    1,867,222   △  180,411,274   △  161,514,361   △    4,251,058   △  373,487,214   △      841,718   

(C) 信託報酬等 △   11,313,836   △   10,196,811   △   10,386,566   △   11,528,661   △   10,493,105   △   10,862,106   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 244,504,478   △  187,757,234   △  170,292,683   274,540,715   △  382,119,578   14,418,204   

(E) 前期繰越損益金 60,895,723   299,475,785   110,697,149   △   85,834,775   183,224,094   △  197,088,498   

(F) 追加信託差損益金 821,974,541   833,019,281   859,162,221   861,477,357   882,459,180   885,070,579   

 (配当等相当額) (  2,398,486,560)  (  2,436,370,828)  (  2,552,051,486)  (  2,579,673,680)  (  2,652,413,047)  (  2,682,121,721)  

 (売買損益相当額) (△1,576,512,019)  (△1,603,351,547)  (△1,692,889,265)  (△1,718,196,323)  (△1,769,953,867)  (△1,797,051,142)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,127,374,742   944,737,832   799,566,687   1,050,183,297   683,563,696   702,400,285   

(H) 収益分配金 0   0   △   28,558,326   0   0   0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 1,127,374,742   944,737,832   771,008,361   1,050,183,297   683,563,696   702,400,285   

 追加信託差損益金 821,974,541   833,019,281   859,162,221   861,477,357   882,459,180   885,070,579   

 (配当等相当額) (  2,398,487,034)  (  2,436,414,191)  (  2,552,682,796)  (  2,579,720,395)  (  2,652,412,701)  (  2,682,197,000)  

 (売買損益相当額) (△1,576,512,493)  (△1,603,394,910)  (△1,693,520,575)  (△1,718,243,038)  (△1,769,953,521)  (△1,797,126,421)  

 分配準備積立金 620,284,405   608,251,598   630,268,871   616,812,802   598,894,591   599,414,585   

 繰越損益金 △  314,884,204   △  496,533,047   △  718,422,731   △  428,106,862   △  797,790,075   △  782,084,879   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は各期末の評価換えによるものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。

（注） 第161期計算期間末における費用控除後の配当等収益（12,303円）、費用控除後の有価証券等損益額（0円）、信託約款に規定する収益調

整金（2,398,487,034円）および分配準備積立金（620,272,102円）より分配対象収益は3,018,771,439円（10,000口当たり4,418円）で

すが、当計算期間に分配した金額はありません。 

（注） 第162期計算期間末における費用控除後の配当等収益（0円）、費用控除後の有価証券等損益額（0円）、信託約款に規定する収益調整金

（2,436,414,191円）および分配準備積立金（608,251,598円）より分配対象収益は3,044,665,789円（10,000口当たり4,418円）ですが、

当計算期間に分配した金額はありません。 

（注） 第163期計算期間末における費用控除後の配当等収益（56,136,633円）、費用控除後の有価証券等損益額（0円）、信託約款に規定する収

益調整金（2,552,682,796円）および分配準備積立金（602,690,564円）より分配対象収益は3,211,509,993円（10,000口当たり4,498円）

であり、うち28,558,326円（10,000口当たり40円）を分配金額としております。 

（注） 第164期計算期間末における費用控除後の配当等収益（3,124,558円）、費用控除後の有価証券等損益額（0円）、信託約款に規定する収益

調整金（2,579,720,395円）および分配準備積立金（613,688,244円）より分配対象収益は3,196,533,197円（10,000口当たり4,462円）

ですが、当計算期間に分配した金額はありません。 

（注） 第165期計算期間末における費用控除後の配当等収益（0円）、費用控除後の有価証券等損益額（0円）、信託約款に規定する収益調整金

（2,652,412,701円）および分配準備積立金（598,894,591円）より分配対象収益は3,251,307,292円（10,000口当たり4,462円）ですが、

当計算期間に分配した金額はありません。 

（注） 第166期計算期間末における費用控除後の配当等収益（5,961,024円）、費用控除後の有価証券等損益額（0円）、信託約款に規定する収益

調整金（2,682,197,000円）および分配準備積立金（593,453,561円）より分配対象収益は3,281,611,585円（10,000口当たり4,470円）

ですが、当計算期間に分配した金額はありません。 
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○分配金のお知らせ  

 第161期 第162期 第163期 第164期 第165期 第166期 

１万口当たり分配金（税込み） 0円 0円 40円 0円 0円 0円 
 
◇分配金を再投資する場合 

 お手取り分配金は、各決算日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。 

 

◇分配金をお支払いする場合 

 分配金のお支払いは、各決算日から起算して５営業日までに開始いたします。 

 

◇分配金は普通分配金に課税され、個人の受益者の場合、源泉徴収の税率は20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％および地方税５％）

となります。（原則として、確定申告は不要です。） 

 法人の受益者の場合、源泉徴収の税率は15.315％（所得税15％および復興特別所得税0.315％）となります。 

（注） 当作成期末現在で適用される内容であり、税制が改正された場合等は変更される場合があります。外貨建資産への投資により外国税

額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。 

 

◇元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額

が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

 

○お知らせ 

 該当事項はございません。 
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